
 

 

 

 

特定空家等に対する措置マニュアル（概要） 

 

千葉県すまいづくり協議会空家等対策検討部会 

平成 30 年 3 月 

１．目的 

本マニュアルは、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号。以下「法」とい

う。）に基づき、総務省と国土交通省で策定した「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図

るために必要な指針」（以下「ガイドライン」という。）や「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）などを参考に、市町村が特定空家等に対する措置

を行うにあたり、必要な手順などを整理するために作成するものである。 

 

２．本マニュアルの記載項目 

第 1 章 基本的事項 

第 2 章 措置の流れ 

第 3 章 措置に入る前の確認事項 

第 4 章 特定空家等に対する措置の実施 

４－１ 助言又は指導（法第 14 条第 1 項） 

４－２ 勧告（法第 14 条第2 項） 

４－３ 命令（法第 14 条第3～8、11、12 項） 

４－４ 行政代執行（法第 14 条第 9 項） 

４－５ 略式代執行（法第 14 条第 10 項） 

第 5 章 参考様式 

第 6 章 参考資料 
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特定空家等に対する措置フロー図 
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①現場調査（外観等）、所有者等の把握（第9条第1項）

「特定空家等」に該当する場合（第2条）

⑦戒告書の通知⇒代執行書の通知

住民等からの相談

⑤事前の通知、意見等の提出の

機会の付与（第14条第4～8項）

命じようとする措置及びその事由並

びに意見書の提出先及び期限を記

載した通知書をあらかじめ交付

③助言・指導（第14条第1項）

所有者等、又は相続人全員に指導書を送付

「所有者等」の特定

聞き取り、固定資産税台帳、戸籍等の

調査による所有者等の特定

②立入調査（第9条第2項）

※立ち入りを拒否した場合

過料（第16条）20万円以下

④勧告（第14条第2項）

固定資産税の住宅用地特例除外

⑥命令（第14条第3項）

不測の損害を未然に防止するための標識の設置

及び命令がなされている旨の公示

空き家実態調査

⑧代執行（第14条第9項）

⑩費用の徴収（代執行法）、

財産や収入の差押え
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（地方税法）

住宅用地特例

解除（翌年

1月1日から）

（地方税法）

必要に応じて

解除予告

事前の公告

相当の期限を決

めて予め公告

⑨略式代執行

（第14条第10項）

意見書の提出

又は公聴会の請求

公聴会、公告

※相当の猶予期限。市町村で決定。

当該特定空家等の状態が改善され
ないと認めるとき

※相当の猶予期限。市町村で決定。

正当な理由なく、その勧告に係る

措置を取らなかった場合において、

特に必要があると認めるとき

※相当の猶予期限。市町村で決定。

意見書の提出がなかった場合、意見聴取の請求が

なかった場合、意見書の提出又は意見聴取を経て

もなお命令措置が不当でないと認められたとき

※相当の猶予期限。市町村で決定。

期限までに義務の履行がないとき、履行しても

十分でないとき、又は履行しても期限までに完

了する見込みがないとき

※相当の猶予期限。市町村で決定。

＜再戒告も併せて検討＞

所有者等を確知することが出来ない場合

税部局へ通知

請求5日以内

開催日の3日

前までに公告

注）命令以降は行政手続き上、不利益処分とな

るため、慎重な判断を要する。「勧告」は、行

政手続き上は、行政指導に過ぎないが、固定資
産税の住宅用地特例が除外されることから、空

家対策等協議会での協議等を踏むことも考えら

れる。
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※命令に違反した場合

過料（第16条）50万円以下

5日前までに通知

税部局と連携
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